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１ 適用除外について 

基本的には、建築物の敷地面積の最低限度が指定された時点（富士宮市告示第６４号の８：令

和５年４月１４日）で、既に制限値に満たない建築物の敷地については、そのままの敷地であれ

ば、制限が適用されず、建築が可能となることなどが法に定められています。 

これらの法による適用の除外の具体的な内容について、本取扱いにて解説します。 

 

⑴ 建築基準法（以下「法」という。）第５３条の２第１項第１号及び第２号に

基づく適用除外について 

前条第６項第１号に掲げる建築物とは、建ぺい率の限度が１０分の８と指定されている

地域内で、かつ、防火地域内にある耐火建築物のことをいいます。 

このため、本市において第１種低層住居専用地域にて対象となる建築物はありません。 

 

 

 

公衆便所、巡査派出所などの公益上必要な建築物（参考：法施行令第１３０条の４）

は、敷地面積の最低限度の適用除外となります。 

 

 

  

第５３条の２ 建築物の敷地面積は、用途地域に関する都市計画において建築物の敷

地面積の最低限度が定められたときは、当該最低限度以上でなければならない。た

だし、次の各号のいずれかに該当する建築物の敷地については、この限りでない。 

一  前条第 6 項第１号に掲げる建築物 

二 公衆便所、巡査派出所その他これらに類する建築物で公益上必要なもの 
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⑵ 法第５３条の２第３項基づく適用除外について 

本項による適用除外となる場合は、都市計画において建築物の敷地面積の最低限度が定

められた時点で、以下の２つのケースに該当する場合となります。 

建築物の敷地面積の最低限度が指定される時点で既に建築物の敷地として使用さ

れている土地が制限値未満であり、その全部を一の敷地として使用した場合には、

適用除外となります。なお、既に建築物の敷地として使用されている土地は、従前

の確認済証等による敷地設定で確認することとなります。 

建築物の敷地面積の最低限度が指定された時点で建築物の敷地となる土地が制限

値未満で隣接する土地と所有権等が異なっており、かつ、その筆を一の敷地として

使用した場合には、適用除外となります。 

なお、所有権その他の権利とは、所有権、地上権、賃借権等建築物の建築につい

て権原となり得る土地に関する権利をいいます。 

ただし、第２号の規定により建築物の敷地面積の最低限度が指定された以降に、

制限値に適合した場合には①及び②の規定は適用できませんのでご注意ください。 

 

適用除外の想定事例については（Ｐ.６～Ｐ.２０）をご確認ください。 

  

３ 第１項の都市計画において建築物の敷地面積の最低限度が定められ、又は変更され

た際、現に建築物の敷地として使用されている土地で同項の規定に適合しないもの又

は現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば同

項の規定に適合しないこととなる土地について、その全部を一の敷地として使用する

場合においては、同項の規定は、適用しない。ただし、次の各号のいずれかに該当す

る土地については、この限りでない。 

一 第１項の都市計画における建築物の敷地面積の最低限度が変更された際、建築物

の敷地面積の最低限度に関する従前の制限に違反していた建築物の敷地又は所有

権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば当該制限に違反す

ることとなった土地 

二 第１項の規定に適合するに至つた建築物の敷地又は所有権その他の権利に基づ

いて建築物の敷地として使用するならば同項の規定に適合するに至つた土地 

① 現に建築物の敷地として使用されている土地で同項(法第５３条の２第１項)

の規定に適合しないものについて、その全部を一の敷地として使用する場合 

② 現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するなら

ば同項(法第５３条の２第１項)の規定に適合しないこととなる土地について、

その全部を一の敷地として使用する場合 
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２ 確認申請書の添付書類について 

確認申請書の添付図書については、法施行規則（以下「規則」という。）第１条の３に規

定され、法第５３条の２(建築物の敷地面積)に係る添付図書については、規則第１条の３表

二の第２５欄に規定されています。 

（確認申請書の様式） 

第１条の３ 略 

表二 
 （い） （ろ） 

（２5） 

法第５３条

の２の規定

が適用され

る建築物 

 

図書の種類 明示すべき事項 

付近見取図 敷地の位置 

敷地面積求積図 
敷地面積の求積に必要な敷

地の各部分の寸法及び算式 

配置図 
用途地域の境界線 

防火地域の境界線 

耐火構造等の構造

詳細図 

主要構造部の断面の構造、材

料の種別及び寸法 

法第５３条の

２第１項第３

号又は第４号

の規定が適用

される建築物 

法第５３条の２第

１項第３号又は第

４号の許可の内容

に適合することの

確認に必要な図書 

当該許可に係る建築物の敷

地、構造、建築設備又は用途

に関する事項 

法第５３条の

２第３項の規

定が適用され

る建築物 

現に存する所有権

その他の権利に基

づいて当該土地を

建築物の敷地とし

て使用することが

できる旨を証する

書面 

現に存する所有権その他の

権利に基づいて当該土地を

建築物の敷地として使用す

ることができる旨 

法第５３条の２第１項第３号又は第４号の規定が適用される建築物については、当該許可

通知書の写しを添付してください。 

法第５３条の２第３項の規定が適用される建築物については、制限値未満の敷地に係る報

告書を添付してくたさい。なお、様式については、次ページに參考様式を掲載していますの

で御活用くたさい。 
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建築基準法第５３条の２第３項による建築物の敷地面積に関する報告書 

 

 

建築基準法第５３条の２第３項 

□現に建築物の敷地として使用されている土地で規定に適合しないもの 

□現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物として使用するならば同項の規定に適合

しないこととなる土地 に係る報告を次のとおり関係図書を添えて報告します。 

    年    月    日 

富士宮市建築主事 殿  
報告者（建築主）：住所・氏名                              
報告敷地地名地番：富士宮市                               

注１) 必要な項目への□へのチェックをし、アンダーライン部分への面積・○などを記入してください。 

注２) 証する書面の原本は、建築確認申請書の副本に、写しは建築確認申請書の正本に添付してく 

ださい。 

注３) ※の欄は記入しないでください。 

※建築確認受付番号      年          号 

敷地面積：＿＿＿＿㎡<都市計画で定める建築物の敷地面積の最低限度 165・200 ㎡>    ※備考 

□現に建築物の敷地として使用されている土地で同項の規定に適合しないもの  

関係書類 

(証する書面) 

【以前に建築確認を取得している場合】 

□建築確認通知書(確認済証)の写し 

□建築確認概要書、建築確認証明書など 

 

【建築確認がない場合】 

※必要に応じて 

□建物の登記簿謄本 

□家屋課税台帳 

□公図の写し 

□申請地の土地登記簿謄本 

□その他（                       ） 

 

□現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば同項

の規定に適合しないこととなる土地 

 

基準日（令和 年 月 日）から現在に至るまでにおける報告敷地に関する権利  

権利の種類 

(証する書面) 

□所有権 

□借地権 

□その他（                       ） 

 

関係書類 

(証する書面) 

【必須書面】 

□公図の写し 

□基準日から現在に至るまでにおける土地所有者の移転記録 

□申請地及び隣接地の土地登記簿謄本 

 

※必要に応じて 

□土地課税台帳 

□土地使用承諾書 

□売買契約書 

□賃貸契約書 

□その他（                       ） 
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３ 法第５３条の２第１項第３号及び第４号の規定に基づく許可につい

て 

 

法第５３条の２第１項第３号 

法第５３条の２第１項第４号 

 

法第５３条の２第１項第３号及び４号については、いずれも建築審査会の同意を要することと

なります。 

許可基準は、本取扱いによらず、別途定めるものとします。

三 その敷地の周囲に広い公園、広場、道路その他の空地を有する建築物であって、特定行

政庁が市街地の環境を害するおそれがないと認めて許可したもの 

四 特定行政庁が用途上又は構造上やむを得ないと認めて許可したもの 
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４ 適用除外の想定事例について 

 
 

※ 適用除外の想定事例は制限値１６５㎡の場合を想定しています。 

 

Ａ１ 都市計画で用途地域による建築物の敷地面積の最低限度の指定がなされた日(告示の

日)をいいます。（※令和５年４月１４日 富士宮市告示第６８の４号） 
 

Ａ２ 建築確認申請時に敷地面積の最低限度の制限値を満たしているかどうかを確認しま

す。 

制限値に満たない敷地において建築をする場合には、建築可能な敷地であるか否かの

確認を行います。市建築住宅課又は指定確認検査機関が建築可能か否かの判断ができる

よう｢建築基準法第５３条の２第３項による建築物の敷地面積に関する報告書｣と併せ

て、書類等の添付が必要です。例えば、Ｑ９のようなケースでは、基準日時点で建築物

が建っていたということの確認のため、「建築確認済証の写し」等を添付していただく

ことになります。 

また、Ｑ２０のようなケースでは、制限値に満たない敷地に分筆され、隣接する筆と

所有権を別にした日付が、登記簿謄本の所有者移転の日付(甲区受付年月日)により基準

日前であることの確認のため、「土地の登記簿謄本」、「公図の写し」等を添付してい

ただくことになります。 

 

Ａ３ 今回の制度導入は、富士宮市内の第１種低層住居専用地域になります。 

富士宮市に建築確認申請を行う土地について適用になります。もし、現在の敷地が富士

宮市と隣接する市にまたがっている場合には、敷地の面積の過半が該当する市に建築確認申

請を行いますので、過半が富士宮市となっている敷地の場合には、今回の制度が適用となり

ます。 

市境にまたがっている土地を分筆し、その土地に建築しようとする場合などは、敷地の

過半が属する市が変わり、富士宮市に申請する場合があり、その場合にはこの制度が適用と

なります。 

 

  

凡例 既存建築物 建替え建築物 

Ｑ１ 基準日とは、どのようなことですか？ 

Ｑ２ 建築物を建築する場合に、何か必要になるものはありますか？ 

Ｑ３ もし、近隣市とまたがっている敷地の場合はどう扱いますか？ 

富士宮市 富士宮市 
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Ａ４ 今回の制度導入は、富士宮市内の第１種低層住居専用地域になります。 

もし、現在の敷地が他の用途地域と今回の制度の適用となる用途地域とにまたがって

いる場合には、敷地の面積の過半が該当する用途地域の制限が適用となりますので、第

１種低層住居専用地域が過半の場合に、今回の制度が適用となります。用途地域境にま

たがっている土地を分筆し、その土地に建築しようとする場合などは、第１種低層住居

専用地域が過半となる場合もありますので、その場合には、この制度が適用となりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ５ 公益上必要な建物として判断されるため、法第５３条の２第１項第２号の規定により

建築することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

Ａ６ 基準日に建築物が建っていて、建築物の敷地と

して使用されている土地をいいます。 

 
 
 
 
 
 

Ｑ４ 建築物の敷地が２以上の地域にまたがっている場合はどう扱いますか？ 

Ｑ５ 基準日後に公衆便所を建築するのにあたり、敷地が制限値に満たない場合に建築するこ

とができますか？ 

200 165 
35 

Ｑ６ ｢現に建築物の敷地として使用されている土地｣とは、どのようなことですか？ 
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Ａ７ その全部を一の敷地として使用する場合であり、それも含めて敷地を追加する場合

も該当します。なお、この場合、建築物の有無は問いません。 

 

① 下の図の場合、従前の建築確認申請の敷地から減となっているため、｢その全部を一

の敷地として使用する場合｣とはみなされません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 下の図の場合、従前の建築確認申請の敷地から増となっているため、｢その全部を一

の敷地として使用する場合｣とみなされます。（建築確認申請時に｢建築基準法第５３

条の２第３項による建築物の敷地面積に関する報告書｣と併せて書類等の添付が必要で

す。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 下の図の場合、従前の建築確認申請の敷地から減となっているため、敷地を追加し

ていても、｢その全部を一の敷地として使用する場合｣とはみなされません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ７ ｢その全部を一の敷地として使用する場合｣とは、どのようなことですか？ 
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Ａ８ 建築確認申請がおりているだけでは、Ｑ６の「建築物が建っている」状態とは判断

しません。 

建築確認を取得した上で、基準日前に「着工」していれば建築可能です。不動産会社

等の同一所有者のままで、分筆して建売りを検討している場合、建築確認申請がおりて

いても着工していなければ、そのままでは法令に適合しない物件となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※工事中と見なされる「工事の着手」とは、杭打ち工事、地盤改良工事、山留め工事、

根切り工事のいずれかの工事が開始され、その後も継続的に行われていることをいいま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ８ 制限値に満たない敷地で、基準日前に建築確認申請がおりていた場合にどのような状

況であれば建築することができますか？ 

100 100 

100 100 

100 100 

100 100 
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Ａ９ 基準日より前に建築物の敷地として利用している場合、同一敷地での建て替えは可

能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ９ 基準日前から制限値に満たない敷地に建築物が建っている場合は建て替えすることが

できますか？ 

100 100 

100 100 100 100 

100 90 
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Ａ１０ 基準日前に着工または分筆及び所有権移転登記をしていた場合は、建築可能で

す。なお、既存の建築物については法令に適合する状態とする必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｑ１０ 建築物の建っている敷地を２分割する場合、残地に建築することができますか？ 

165 265 100 

165 

165 265 100 
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Ａ１１ Ｑ７にあるとおり、その全部を一の敷地として使用する場合であり、それも含め

て敷地を追加する場合も建て替えすることができます。なお、敷地を追加する場合で

も、従前の敷地は全部を一の敷地として使用する場合でなければ、建て替えることが

できません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ１２ 法第４２条第２項道路のセットバック部分は、そもそも道路としての空間を確保

する義務のある部分であるため、基準日前において、後退部分も含めて一筆となってい

る場合においても、後退部分を除いた敷地形状が基準日前から存在しているものとして

判断します。なお、この場合、建築物の有無は問いません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ１１ 基準日前に制限値に満たない敷地で、基準日後に隣地から一部土地を取得して、従前

の建築確認の敷地面積から増加した場合は、建て替えすることができますか？ 

Ｑ１２ 法第４２条第２項道路のセットバックにより、敷地が制限値に満たない場合に、建築

することができますか？ 
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Ａ１３ 公図、建築確認済証の写しその他既存建築物の敷地形状を証明する資料等によ

り、敷地面積の増減の要因が、測量誤差のみであると判断できる場合には、建て替える

ことができます。(なお、基準日時点で制限値以上あった敷地が、その後面積誤差により

制限値に満たなくなった場合も含みます。) 

 

 

Ａ１４ 従前の筆境が境界であることに変わりはないことから、明確になった道路との境

界線による敷地設定については、建て替えすることができます。 

下図の例では、従前の建築確認時の敷地より敷地面積が減となる場合でも、建て替え

することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ１５ 従前の筆境が境界であることに変わりはないことから、明確になった隣地との境

界線による敷地設定については、建て替えすることができます。 

下図の例では、従前の建築確認時の敷地より敷地面積が減となる場合でも、建て替え

することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ１３ 基準日前に制限値に満たない敷地の実測を行ったところ、従前の建築確認時の敷地

面積から増減が生じた場合は建て替えすることができますか？ 

Ｑ１４ 基準日前は前面道路との境界が未確定であり暫定的な境界設定をしていた既存敷地

が、基準日以降に境界確定をしたところ、制限値に満たない敷地となった場合は、建て

替えすることができますか？ 

Ｑ１５ 基準日前は隣地との境界が不明確であり、暫定的な境界設定をしていた既存敷地

が、基準日後に境界が明確となったことにより、敷地面積の増減が生じた場合、建て替

えすることができますか？ 



 

14  

Ａ１６ 付替えの場合 

付け替え後の敷地が、従前の建築確認時の敷地から付け替えられた当該道路敷、水路

敷等の部分のみの減少であれば、建て替えすることができます。 

下図の例では敷地面積１５０㎡の敷地設定の場合に限り、建て替えすることができま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

払下げの場合 

払下げの場合は、払い下げ後の敷地が、従前の建築確認時の敷地であれば、建て替え

することができます。 

下図の例では敷地面積１６０㎡の敷地設定の場合に限り、建て替えすることができま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ１６ 基準日前に、建築物が建っている敷地の中に道路敷・水路敷等が入っている場合

で、基準日後に一体の土地利用の目的で当該道路敷、水路敷等の付け替え又は払下げを

行う場合は、建て替えすることができますか？ 
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Ａ１７ 基準日時点において制限値に満たない建築することができる敷地であっても、基

準日後にその土地と他の土地を含め１つの敷地として制限値以上となった場合は、法第

５３条の２第３項第２号の規定により、今後、制限値に満たない敷地設定で建築物を建

築することができません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ１８ 所有権その他の権利とは、所有権、地上権、賃借権等建築物の建築について権原

となり得る土地に関する権利をいいます。 

 

 

Ａ１９ 土地を分筆し、登記申請を提出する場合、登記申請を提出した日付(受付日)が基

準日前であれば建築物を建築することができます。建築確認申請時に｢建築基準法第５３

条の２第３項による建築物の敷地面積に関する報告書｣と併せて、土地の登記簿謄本を添

付して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ１７ 基準日前に制限値に満たない敷地で、基準日後に制限値以上の敷地で建築物を建築

しましたが、その後、基準日前の敷地で建て替えすることができますか？ 

Ｑ１８ ｢所有権その他の権利｣とは、どのようなことですか？ 

Ｑ１９ 基準日前に所有権移転の登記申請を提出したが、登記完了が基準日後となった場

合、建築することができますか？ 
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Ａ２０ 基準日より前に分筆されていて、隣接する土地と所有者が別になっており、か

つ、当該敷地の全部を一の敷地として使用する場合は、建築することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ２１ 基準日前から建築物が建っている制限値に満たない敷地については、Ｑ９のとお

り、建て替えすることができます。 

しかし、もう１つの土地については、建築物が建っておらず、Ｑ２０の条件(「分筆」

「所有者が違う」「全てを一の敷地として利用する」)のうち、「所有者が違う」を満た

しておりませんので、その土地だけを使ってもう一棟の建築物を建築することができま

せん。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ２０ 基準日前から制限値に満たない敷地で、建築物が建っていない場合に建築すること

ができますか？ 

Ｑ２１ 隣接地が同一の所有者で制限値に満たない土地において、基準日前に建築物を１棟

建てたが、もう１つの土地には、建築物を建てていない場合に、その土地に建築するこ

とができますか？ 
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Ａ２２ 基準日前にＱ２０の条件(「分筆」「所有者が違う」「全てを一の敷地として利用

する」)が整っていればそれぞれの敷地に建築することができますが、分筆はされていて

も所有者が同一の場合などは、それぞれの敷地に建築することができません。 

また、基準日前に共有していた一敷地の場合は、分筆及び所有権の変更が基準日前の

場合でなければ、建築することができません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ２２ 基準日前に制限値に満たない２筆の土地を一体で利用していたものを、基準日後に

それぞれの土地に建築することができますか？また、基準日前に共有していた一敷地

を、基準日後に分筆して、それぞれの土地に建築することができますか？ 
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Ａ２３ 基準日時点において、隣接する異なる所有権の各敷地は、血縁関係を問わず、ま

た、共有により同一所有者が含まれる場合も含め、建築することができます。 

したがって、①のケースは同一所有者であるため、建築することができませんが、②

のケースは同一所有者とみなされず、建築することができます。また、③の場合、所有

者が別法人であれば、代表者が同一でも別所有者とみなされるため、建築することがで

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ２３ 基準日前に制限値に満たない土地が複数あり、所有者が別の場合に、それぞれに建

築することができますか？ 
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Ａ２４ 基準日時点において、異なる所有権の各敷地は、複数の筆を一の敷地として使用

する場合も含め、建築することができます。なお、この場合、建築物の有無は問いませ

ん。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ２５ 基準日後に敷地が同一の所有となった場合には、法第５３条の２第３項第２号の

規定により、制限値以上の敷地設定で建築する必要があり、それぞれの敷地では建築す

ることができません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ２４ 基準日前に制限値に満たない複数の筆があり、そのうちの２筆を１敷地とする場合

に建築することができますか？ 

Ｑ２５ 基準日前は所有者が別であったが、基準日後に同一所有者となった場合、それぞれ

の土地に建築することができますか？ 
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Ａ２６ 基準日後に公共施設(道路等)の買収に伴い、敷地が制限値に満たなくなった場合

については、建築することができます。なお、この場合、建築物の有無は問いません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ２７ 基準日後に位置指定道路又は開発による道路の築造により敷地が制限値に満たな

くなった場合については、広域の公共性が低いことから、建築することができません。

なお、この場合、建築物の有無は問いません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ２６ 基準日後に公共施設(道路等)の買収に伴い、敷地が制限値に満たなくなった場合

に、建築することができますか？ 

Ｑ２７ 基準日後に位置指定道路又は開発による道路の築造により敷地が制限値に満たなく

なった場合に、建築することができますか？ 


